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＜要約＞
本稿は２０世紀におけるアメリカ自動車産業の労使関係に関する研究の一部として，１９８０
年代から世紀末までにおけるその変貌を，主として UAWと GMとの間に結ばれた全国協
約に着目し，賃金と雇用・所得保障，年金と医療給付の改定に即して検討したものである。
全体はやや大部にわたるので分割して掲載することにし，本号では賃金および雇用・所得
保障の一部を論ずることにした。
１９８０年代初頭の深刻な不況と経営難の影響を受け，アメリカ自動車産業の労使関係は大
きな変貌をとげた。賃金についてみると，８２年には「譲歩協約」として大きな注目を集め
たように，第２次大戦後長らく続いた賃上げの慣行が中断され，その他の経済条件の改善
も凍結されるに至った。その後，景気回復と業績改善に伴い賃上げは再開されたが，９０年
代半ばまでは基本賃率の引き上げを抑制し，ボーナスやプロフィット・シェアリングでそ
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はじめに
第２次石油危機を契機とする深刻な不況と小型車への大規模な需要シフト，そして日本製乗用車
の輸入急増によって，ビッグスリーの長期にわたる繁栄は終焉を迎えた。これ以後本稿が対象とす
る９０年代末までの約２０年間，各社は景気拡大と日本車輸出の自主規制，小型トラック市場の成長に
支えられ劇的に収益を改善させたが，その一方，日本を筆頭とする外国系企業との競争の前にマー
ケットシェアをほぼ一貫して失い，大規模な事業の再編成を余儀なくされた。かくてこの２０年間は
米国市場をめぐるグローバルな競争が深化し，守勢に立ったビッグスリーが開発・生産から販売に
至る企業経営のほぼすべての分野で本格的な合理化策に着手した時期となった。その最大の標的の
ひとつが労働コスト削減と生産性上昇に定められた。このため労使関係はしばしば緊迫し，全米自
動車労組（UAW）との間に戦後長らく維持されてきた，労使関係の相対的安定期も終わったかに
見えた。本稿の主たる課題は，戦後繁栄期を扱った旧稿の続編として，２０世紀末におけるアメリカ
自動車産業の労使関係の変化を，主として UAWと GMとの間に結ばれた全国協約に着目し，賃
金と雇用・所得保障，年金と医療給付の改定に即して検討することにある。１）
２０世紀末のこの２０年間は，アメリカ自動車産業とその労使関係にとってきわめて起伏に富んだ時
期だった。出発点は８０年代初頭の不況期であった。当時，業界第３位のクライスラーが事実上破綻
し，政府の融資保証によって救済されるなど，各社は深刻な経営難に陥った。このためビッグスリ
ーは UAWに対し，全国レベルでは賃金・付加給付引き上げの凍結ないし引下げ，ローカルレベル
では，現場の作業慣行や組織の改編など柔軟な生産システム導入のための協約改定を求めた。他方，
レイオフと工場閉鎖によって組合員の大きな減少に見舞われ，守勢に立たされた UAWはこの要求
を大筋では拒みえず，雇用保障の見返りに賃金・付加給付面での「譲歩」に応じた。全米最強の「産
れを代替する，賃金の弾力化がはかられた。しかし，めざましく業績が改善された９０年代
末になると，戦後繁栄期と同様の毎年の賃上げが復活し，組合は「譲歩」のかなりの部分
を取り返すのに成功した。また８０年代初頭を除き，この全期間にわたってインフレ調整手
当の基本賃率への繰り入れも維持された。かくて８０年代以降の名目賃金上昇率は戦後繁栄
期を下回ったものの，自動車産業の高賃金を是正するまでにはゆかず，さらに，雇用・所
得保障に会社は巨額の支出を行った。労使は高い労務コスト構造のまま２１世紀を迎えるこ
とになったのである。
JEL区分：J３１，J３３，J４１，J５１
キーワード：米国自動車産業，労使関係，全国協約，基本賃率，所得保障
１）鈴木直次「（研究ノート）戦後アメリカ自動車産業における労使関係の一断面―全国協約改定にみる賃金・
付加給付の上昇―」専修大学社会科学研究所『社会科学年報』第４７号，２０１３年。なお，かつて筆者は１９８０年
代の自動車産業における労使関係の変化について論じたことがあるが（馬場宏二編著『シリーズ世界経済
アメリカ』第３章，１９８７年，御茶の水書房），それは８０年代半ばまでの時期を対象としたにとどまり，取り上
げた論点も限られていた。本稿ではその欠を補うべく旧稿をほぼ全面的に修正し，時期と論点を加えた。
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業別労働組合」と目されてきた UAWの「譲歩」は，アメリカの労使関係全般の変化を象徴するも
のとして内外から大きな注目を集めた。
それゆえ本稿のまず第１の関心は，この「譲歩」の過程で賃金・付加給付にいかなる変化が生じ
たか，同時に，８０年代後半以降の景気回復期，さらには歴史上まれにみるインフレなき長期好況の
９０年代に，「譲歩」がどこまで取り戻され，戦後繁栄期の賃上げ慣行がどの程度まで復活したのか
にある。第２に，この２０年間を通じて UAWは「譲歩」の見返りに「雇用保障」の獲得に全力をあ
げた。それは，シェアの低下と過剰設備に直面した GMが８０年代初頭の不況期だけではなく，そ
の後の好況期にもリストラを続け，９０年代初頭には史上最大の工場閉鎖すら発表したことへの対応
に他ならなかったが，そこで UAWはいかなる雇用保障を獲得しえたのか，またそれは GMの経
営にどの程度の負担を課し，それを軽減するため同社はいかなる方策をとったかが注目される。最
後に，UAWはこの２０年間に年金と医療給付の充実を要求し，協約改訂交渉のたびに会社側とつば
ぜり合いを演じた。大枠において UAWは多くを獲得し，その結果，年金と退職者向け医療給付か
らなるレガシーコストは GMの経営破綻の一因とされるまでに膨れ上がった。本稿の後半では，
この期間における年金と医療給付がどのように拡充され，増大していったかを跡付けたい。２）
このように本稿では，戦後繁栄期との比較を意識しつつ，同時に，２１世紀初頭の経営破綻につな
がる労働コスト上昇という側面から，労使関係の変貌を俯瞰する。むろん労使関係変化の全体像を
描くためには，本稿で扱う全国レベルでの協約改定と並んで，これを補足するローカル協約，さら
には現場の生産・労働慣行の検討が欠かせない。とくに世紀末の２０年間には，賃金や雇用保障，付
加給付の見返りに，現場のワークルールや作業組織の再編などにおいて組合側が譲歩し，工場毎に
大きな差はあるが，日本的生産方式の影響を受けた柔軟な生産システムが導入されたり，労使協調の
萌芽が見られたりする例も生まれた。この面からは自動車産業の労使関係は歴史的な転換期を迎え
たとも言えるが，しかしこれらの点について本稿では十分に立ち入る準備はない。他日を期したい。
１．賃上げと COLA
第２次大戦後の１９４０年代末から７０年代末まで続いた，団体交渉を通ずる自動車産業の賃金改定の
主要な特徴はほぼ以下の４点に要約される。
まず第１に，協約改定交渉はほぼ３年に１回行われ，したがって労使は例外を除き３年の有効期
間を持つ長期協約を結んだ。第２に，この協約には経済全体の生産性上昇率を反映した毎年の基本
２）以下，本稿が依拠したもっとも基本的な資料は１９７９，８２，８４，８７，９０，９３，９６，９９の各年の協約改定の際
に，UAWが一般組合員の批准投票のために発表した暫定合意の要約版（UAW-GM Report）である。協約全
文の入手は難しく，また入手できたとしてもあまりに膨大ため，この要約版を利用した。なおこのレポート
は UAWのローカル組合（Local５９９）のホームページ経由で入手できたが（http : //www.uaw５９９.com，
２０１２．４．２２アクセス），現在では不可能になっている。また，わが国における研究としては，仁田道夫「１９８４
年 GM-UAW協約」『日本労働協会雑誌』１９８５年３月，萩原進「１９８７年自動車産業の協約更改交渉」同誌，１９８８
年」２／３月，平尾武久「アメリカ自動車産業における労務管理と労資関係―１９９０年の GM-UAW協約交渉を
めぐって」『経営行動』第６巻第３号，１９９１年，新階研一「１９９９年 UAW全国協約改定交渉」『海外労働時報』
２０００年増刊号（No．２９９），秋元樹「なぜ UAW（全米自動車労組）は会社の「生涯雇用」提案を拒否したのか」
『賃金事情』２０００年２月５日（No．２３５７）などを参照した。
１９８０年代以降のアメリカ自動車産業における労使関係（１）
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賃率の引き上げ（Annual Improvement Factor；AIF）とインフレに対する生計費調整（Cost of Living
Adjustment；COLA）からなる「賃金公式」が採用された。これによって労働側は，インフレの８０％
以上を補てんする調整を受けるとともに，毎年３％程度の実質賃金の自動的な引き上げを獲得した。
第３に，組合は貨幣賃金部分のみならず雇用・所得保障にかかわる各種の手当，労働時間の短縮，
そして年金と医療給付など，多彩な付加給付の新設と拡充に成功した。このうち，公的な失業手当
に上積みして一時解雇者に手取り賃金の一定割合を保障する補完的失業手当（SUB）や勤続３０年後
には年齢に関わらず年金を満額受け取り退職する権利（“３０and out”），労働時間短縮を目的とする
個人有給休暇などは UAWが初めて獲得し，アメリカの団体交渉のなかに普及させたイノベーショ
ンであった。そしてこれらの付加給付の伸びは，戦後の期間を通じて基本賃金の引き上げを上回っ
た。
第４に，これらの協約改定交渉は，まずビッグスリーのなかで最も業績のよい１社を標的にスト
ライキを構えながら，集中的に行われた。これによって組合が獲得した有利な条項は他の２社のみ
ならず，UAWが組織する他産業の企業別協約のパターンともなった。このパターン・バーゲニン
グを通じて，ビッグスリー全体でほぼ等しい賃上げと労働条件の改訂が行われた。さらに組合は，
同じ会社内部の多数の事業所への全国協約の具体的な適用と運営を監視し，事業所間での賃金格差
の発生などを極力防止した。これによって同一労働・同一賃金という原則が同一企業内はもとより，
ビッグスリー間でかなりの程度まで実現され，企業間競争による労働条件の悪化が防がれたので
ある。
以上の枠組みを通じて，労働側は実質賃金の上昇に加え年金，医療給付など低位の公的社会保障
制度をカバーする私的社会保障制度の充実に成功した。他方，経営側も少なからぬ利益を得た。巨
大で安定した国内市場，強力な寡占的市場支配力と国際競争力を前提にすれば，長期協約は毎年の
協約作成にともなう巨額のコストとストライキの脅威を大幅に低めると同時に，労務コストの上昇
を予測可能なものとし，長期の経営計画の策定を容易にした。さらに，経営側は大戦直後の組合運
動の高揚によって危機にさらされた経営権の大枠を守り，組合の主たる関心を経済的諸条件の改善
へと誘導するのに成功した。だがこれらの結果，自動車産業の賃金上昇率は短期的な景気変動や当
該企業の業績を敏感には反映せず，戦後ほぼ一貫して上昇することになった。それは各社の高コス
ト体質の重要な原因の一つとなった。
（１）１９７９～８２年協約：「譲歩協約」
以上の戦後繁栄期における賃金改定の特徴は，第２次石油危機とその後の深刻な不況のなかで大
きく変化した。８０年代初頭の不況期にはクライスラーやフォードほどの大企業でも重大な経営危機
に見舞われ，GMも金額はわずかとはいえ大恐慌期にすら経験しなかった赤字決算に転落，ビッグ
スリーは史上最悪の業績悪化に直面した（第１―１表）。工場をレイオフの嵐が襲い，７９～８２年には
３０万人（約３０％）の雇用が削減され，組合員である生産労働者は２５万人余り減少した（第１―２表）。
UAWの全組合員数も７９年の約１５０万人（ピークは６９年の１５３万人）から８３年には約１００万人へと激
減した。３）こうして７９年から８２年の間における改訂交渉では，賃金・付加給付の改善凍結・削減と
パターン・バーゲニング中止などの「譲歩協約」が締結されることになった。
３）U.S. Department of Commerce, Statistical Abstract of the United States, various issues による。
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その先導役を務めたのはクライスラー社であった。７９年１月のイラン革命に基づく対米石油禁輸
と価格引き上げにより，米国は深刻なガソリン不足と価格急騰に見舞われた。これによって年央以
降，大型車とレジャー用のキャンピングカーやバンの需要が激減する一方，小型車販売は急増した。
この年は３年に１度の協約改定の年に当たり，前年に利益を計上していた GMとフォードは市場
の激変と業績悪化が表面化する前の７月から交渉を開始，UAWはストも構えず協調姿勢で交渉に
臨み，９月央には７６年協約とほぼ等しい賃上げに成功した。これに対して，クライスラーはレジャ
ー用車両のトップメーカーであり，大型車への依存が高く小型車の品揃えが他社以上に乏しかった
ことに加え，見込み生産によるずさんな生産管理にも災いされ，大量の在庫を抱えて他の２社を上
回る深刻な経営難に陥った。アイアコッカなど同社首脳陣は４工場の閉鎖や戦車部門など非自動車
部門の売却，大規模な人員削減（事務職７０００人，現場労働者８５００人），幹部職員の大幅な賃金カッ
トや他社との合併を画策したが成功せず，政府に救済を申請すると同時に，組合にも譲歩を要請し
た。７９年１０月の協約改定交渉では UAWもクライスラーの特別扱いを認め，毎年の賃上げや COLA
調整分の基本賃率繰り入れ実施時期の延期，個人有給休暇６日分の削減や年金増額の抑制など，す
でに GM，フォードと結ばれていた７９年協約より総額２億ドル余の譲歩に応じた。「１９５０年代半ば
から続いたビッグスリー間での統一された労働コスト構造」からの最初の逸脱であった。４）
この結果７９年１２月には，総額１５億ドルのクライスラー融資保証法（Chrysler Corporation Loan
第１―１表 ビッグスリーの業績（１９８０～２０００）
（１００万ドル，％）
売上高 税引き前純利益 売上高利益率
GM フォード クライスラー 計 GM フォード クライスラー 計 GM フォード クライスラー
１９８０ ５７，７２９ ３７，０８６ ９，２２５ １０４，０４０ ▲７６３ ▲１，５４３ ▲１，７１０ ▲４，０１６ ▲１．３ ▲４．２ ▲１８．５
１９８１ ６２，６９９ ３８，２４７ １０，８２２ １１１，７６８ ３３３ ▲１，０６０ ▲４７６ ▲１，２０３ ０．５ ▲２．８ ▲４．４
１９８２ ６０，０２６ ３７，０６７ １０，０４０ １０７，１３３ ９６３ ▲６５８ １７０ ４７５ １．６ ▲１．８ １．７
１９８３ ７４，５８２ ４４，５００ １３，２４０ １３２，３２２ ３，７３０ １，８６７ ７０１ ６，２９８ ５．０ ４．２ ５．３
１９８４ ９３，１４５ ５６，３２３ １９，７１７ １６９，１８５ ４，５１７ ２，９０７ ２，３７３ ９，７９７ ４．８ ５．２ １２．０
１９８５ １０６，６５６ ５７，６１６ ２２，７３８ １８７，０１０ ３，９９９ ２，５１５ １，６１０ ８，１２４ ３．７ ４．４ ７．１
１９８６ １１５，６１０ ６９，６９５ ２４，５６９ ２０９，８７４ ２，９４５ ３，２８５ １，３８９ ７，６１９ ２．５ ４．７ ５．７
１９８７ １１４，８７０ ７９，８９３ ２８，３５３ ２２３，１１６ ３，５５１ ４，６２５ １，２９０ ９，４６６ ３．１ ５．８ ４．５
１９８８ １２３，６４２ ９２，４４６ ３４，４２１ ２５０，５０９ ４，８５６ ５，３００ １，０５０ １１，２０６ ３．９ ５．７ ３．１
１９８９ １２６，９３２ ９６，１４６ ３５，１８６ ２５８，２６４ ４，２２４ ３，８３５ ３５９ ８，４１８ ３．３ ４．０ １．０
１９９０ １２４，７０５ ９７，６５０ ３０，６２０ ２５２，９７５ ▲１，９８６ ８６０ ６８ ▲１，０５８ ▲１．６ ０．９ ０．２
１９９１ １２３，０５６ ８８，２８６ ２９，３７０ ２４０，７１２ ▲４，４５３ ▲２，２５８ ▲７９５ ▲７，５０６ ▲３．６ ▲２．６ ▲２．７
１９９２ １３２，４２９ １００，１３２ ３６，８９７ ２６９，４５８ ▲２３，４９８ ▲７，３８５ ７２３ ▲３０，１６０ ▲１７．７ ▲７．４ ２．０
１９９３ １３８，６７６ １０８，５２１ ４３，５９６ ２９０，７９３ ２，４６６ ２，５２９ ▲２，５５１ ２，４４４ １．８ ２．３ ▲５．９
１９９４ １５４，９５１ １２８，４３９ ５２，２３５ ３３５，６２５ ４，９０１ ５，３０８ ３，７１３ １３，９２２ ３．２ ４．１ ７．１
１９９５ １６０，２５４ １３７，１３７ ５３，１９５ ３５０，５８６ ６，８８１ ４，１３９ ２，０２５ １３，０４５ ４．３ ３．０ ３．８
１９９６ １６４，０１３ １４６，９９１ ６１，３９７ ３７２，４０１ ４，９６３ ４，４４６ ３，５２９ １２，９３８ ３．０ ３．０ ５．７
１９９７ １７８，１７４ １５３，６２７ ６１，１４７ ３９２，９４８ ６，６９８ ６，９２０ ２，８０５ １６，４２３ ３．８ ４．５ ４．６
１９９８ １５５，４４５ １４３，３５０ １５４，６１５ ４５３，４１０ ２，９５６ ２２，０７１ ５，６５６ ３０，６８３ １．９ １５．４ ３．７
１９９９ １７６，５５８ １６０，６５８ １５１，０３５ ４８８，２５１ ６，００２ ７，２３７ ５，７８５ １９，０２４ ３．４ ４．５ ３．８
２０００ １８４，６３２ １７０，０１４ １５２，４４６ ５０７，０９２ ４，４５２ ３，４６７ ７，４１１ １５，３３０ ２．４ ２．０ ４．９
（資料）Ward’s Automotive Yearbook ,２００８, p.２９４より作成。
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Guarantee Act of１９７９）がようやく成立し，同社は破産法の適用申請を免れた。しかし，この法律
は同社債権者（国内外の銀行），部品納入業者，サラリー従業員などと並んで，組合にも４億６０００
万ドル余のコスト削減への協力を義務付けており，UAWは翌８０年１月にはあらためて７９年１０月の
第１―２表 自動車産業の雇用
（千人）
全体 生産労働者
１９７５ ７９２．４ ６０２．４
１９７６ ８８１．０ ６８２．４
１９７７ ９４７．３ ７３４．７
１９７８ １，００４．９ ７８１．７
１９７９ ９９０．４ ７６４．４
１９８０ ７８８．８ ５７５．４
１９８１ ７８８．７ ５８６．０
１９８２ ６９９．３ ５１１．９
１９８３ ７５３．６ ５６８．３
１９８４ ８６１．５ ６６３．９
１９８５ ８８３．１ ６８４．５
１９８６ ８７１．８ ６７０．２
１９８７ ８６５．９ ６７３．１
１９８８ ８５６．４ ６６７．４
１９８９ ８５８．５ ６６３．８
１９９０ ８１２．１ ６１７．１
１９９０ １，０５４．２ ８６９．５
１９９１ １，０１７．６ ８４０．１
１９９２ １，０４７．０ ８６７．９
１９９３ １，０７７．８ ８９６．４
１９９４ １，１６８．５ ９７８．４
１９９５ １，２４１．５ １，０４８．９
１９９６ １，２４０．３ １，０５２．３
１９９７ １，２５３．９ １，０６２．５
１９９８ １，２７１．５ １，０５０．３
１９９９ １，３１２．５ １，０７５．７
２０００ １，３１３．６ １，０７３．０
＊１９７５～１９９０は SIC３７１による : U.S. De-
partment of Labor, U.S. Bureau of La-
bor Statistics, Employment and Earnings,
１９０９―１９９０. Vol２,３３１―３３９, Vol３,１６３―
１６６.
＊＊１９９０～２０００は NAICS３３６１～６３の合計，
U.S. Bureau of Labor Statistics, BLS In-
formation, Automotive Industry : Employ-
ment, Earnings,and Hours.（http : //data.
bls.gov/cgi-bin/print.pl/iag/tgs/iagauto.
htm）２０１１．１２．１４生産労働者はWard’s
Motor Vehicle Facts and Figures,２００７, p.
８１.
４）Monthly Labor Review , “Developments in Labor Relations”, April,１９８２, p.６２.
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合意から賃上げ実施のさらなる延期や２０日の個人有給休暇のうち１７日分の削減，１回のボーナスの
支給停止など合計２億４３００万ドルの譲歩に応じた。こうして８０年には１５億ドルのうち８億ドルの融
資が政府保証のもとで実行されたが，クライスラーの経営は悪化を続け，差し迫った破産の危機を
回避するため，さらに追加の融資保証４億ドルが必要となった。このため，翌８１年１月にはさらに
厳しいコスト削減策が合意された。延期されていた年次賃上げおよび COLA調整は中止され，年
金増額も中止および一部を繰り延べ，残り３日分の個人有給休暇を返上するなど，譲歩は総額６億
２２００万ドルに達した。
かくて UAWは８０～８１年の２回にわたって７９年クライスラー協約の３回の見直しに応じ，GM，
フォードに比べ総額１０億ドルを越える人件費の削減を受諾，クライスラー社労働者の時給は GM，
フォードを約２．５ドル下回ることになった。UAWが譲歩の見返りに得たものは，フレーザー UAW
会長のクライスラー重役会への出席，同社普通株を向こう４年間に合計６００万株（１億６２５０万ドル
相当）を労働者に配分する「従業員持株制度」およびプロフィット・シェアリング計画の新設であ
った。５）戦後の慣行となっていたビッグスリー間での同一賃金の原則は崩壊したが，これはあくま
でも救済の一部としての緊急措置であり，クライスラーの業績が回復すれば，譲歩も回復されると
いう約束が明記されていた。暫定合意に対する一般組合員の反発は強く，救済法の前提である２度
目の譲歩ですら，ようやく５１％の賛成を経て批准された。フレーザー UAW会長もこれは最悪の協
約だが，クライスラー労働者のためには他の選択はないと愚痴をこぼしたほどだった。６）
以上のクライスラーの譲歩は，GM，フォードの８２年協約のパターンとなった。まず交渉そのも
のが異例ずくめだった。旧協約の終了期限は８２年９月１４日と定められ，通例ならば７月から交渉が
開始されるはずだったが，会社側はクライスラーや外国企業と有効に競争するため労務費のすみや
かな切り下げが必要と主張し，UAWも速やかな雇用保障を獲得するため，交渉を８２年１月に開始
した。２月にその先頭を切って合意された UAWとフォードとの新協約の有効期限は８２年３月１日
から８４年９月１４日までの約３０ケ月間と，戦後続いてきた３年協約の慣行から初めて逸脱することに
なった。次いで翌３月には，一時交渉が中断していた GMとの間でもほぼ同様の協約が合意に至
５）UAWによると，「従業員持株制度」により労働者は１人当たり６３株（４４１ドル）の配分を受け，退社時に株
式あるいは現金として受け取る。また，プロフィット・シェアリング計画は以下の３つの部分からなる。
７万人の組合員に対し１人５０ドルの分配クライスラー製品の購入証書３００４枚（購入する製品の種類によっ
て５００ドルないし１０００ドルの割引券）を提供クライスラーの利益が自己資本の１０％を越えた分について，そ
の１５％を同社株式あるいは株式購入証書（株価の１５０％の価値を持つ）の形で分配する。８１年１月の交渉で UAW
は賃金譲歩の代わりに同計画の採用を要求していた。Monthly Labor Review , “Developments in Labor Rela-
tions”, Sep.１９８１, p.４９.
６）クライスラーの譲歩については，H. C. Katz（１９８５），Shifting Gears : Changing Labor Relations in the U.S.
Automobile Industry, The MIT Press, pp.５３―５５. リー・アイカコッカ／徳岡孝夫訳『アイカコッカ わが闘魂
の経営』２４０―３０５頁，ダイヤモンド社，１９８５年，モーリッツ，シーマン／前田俊一訳『クライスラーの没落』
TBSブリタニカ，１９８２年，第７章以下，S. Jeffery, Management and Managed, Fifty Years of Crisis at Chrysler ,
Cambridge U.P., 1986, pp.２０６―２１３. U.S. Department of Labor, Monthly Labor Review , “Developments in Labor
Relations”, Dec.１９７９, Mar.１９８０, Mar.１９８１などを参照。また，このクライスラーの「譲歩」に並行して，８０
年にはアメリカン・モータース社（AMC）で，続く８１年には GM，フォードの幾つかの部品関連のローカル
でも工場閉鎖・解雇計画を撤回する代償に賃金引き下げ，ワーク・ルールの効率化などが合意されていた。
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った。
協約の内容もまた，戦後繁栄期の賃金公式から大きく乖離するものであった。いち早く合意した
フォードとの協約がパターンとなり，GMでは１９４８年以来続いていた毎年の自動的な賃上げ（AIF）
は中止された（第１―３表）。他方，賃金公式のいまひとつの柱である COLAは維持されたが，旧
協約期間に支給されたインフレ調整手当の基本賃金への繰り入れは中止され，新協約期間中のイン
フレ手当の支給（四半期ごとの調整）も最初の２～３回分はその一部あるいはすべてが１８ヶ月繰り
延べられた。それ以後は，CPIの上昇０．２６ポイントごとに１セントという調整は継続され（フォー
ドでは７９年協約で８１年１２月以降にこのレートに変更すると決まっていた），その結果，協約期間中
のインフレ率が７．５％に上るとすれば，フォードでは１．９９ドル，GMでは１．８７ドルのインフレ調整
手当が支給され，これを加えた組立工の時間当たり賃金は旧協約終了時の１１．７６ドルから１３．６３ドル
（フォードでは１３．６６ドル），熟練工は１３．９４ドルから１５．８１ドル（フォード１５．８３ドル）に上昇すると
みなされた。７）
AIF中止の引き換えに，クライスラー同様，プロフィット・シェアリング計画の導入が合意され
た。８）しかし，分配の公式は３社間で異なり，フォード（８３年１月１日より実施）では，米国事業
第１―３表 GMの基本賃率の改定とボーナス支給額＊
基本賃率
パフォーマンスボーナス
（基本年収比：ドル）
その他ボーナス
ボーナス計＊＊
（ドル）
１９７９ ３％ ０ ０
１９７９協約 １９８０ ３％ ０ ０ ０
１９８１ ３％ ０ ０
１９８２協約
１９８２ ０ ０ ０
０
１９８３ ０ ０ ０
１９８４ ２．２５％ ０ ０
１９８４協約 １９８５ ０ ２．２５％（７００） ０ １６０５
１９８６ ０ ２．２５％（７２５） ０
１９８７ ３％ ０ ０
１９８７協約 １９８８ ０ ３％（１１２０） ０ ２２８０
１９８９ ０ ３％（１１６０） ０
１９９０ ３％（熟練工３０セント加算） ０ 工場閉鎖手当
（クリスマスボーナス）
６００ドル×３年
１９９０協約 １９９１ ０ ３％（１２８０） ４４１０
１９９２ ０ ３％（１３３０）
１９９３ ３％（熟練工２５セント加算） ０
１９９３協約 １９９４ ０ ３％（１４４０） 同上 ４７２０
１９９５ ０ ３％（１４８０）
１９９６ ０ ２０００ドル（批准時）
１９９６協約 １９９７ ３％（熟練工３０セント加算） ０ 同上：６５０ドル×３年 ３９５０
１９９８ ３％ ０
１９９９ ３％ １３５０ドル（批准時）
１９９９協約
２０００ ３％ ０
同上：７５０ドル×４年 ４３５０
２００１ ３％ ０
２００２ ３％ ０
＊典型的な組立工一人あたりのボーナス支給額。基本年収には所定内収入，COLAおよびオーバータイム手当を含む。
＊＊一部表示していないボーナスを含む場合がある。
（資料）UAW-GM Report, various issues.
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の税引き前純利益が売上高の２．３％を越えた部分が組合員（およびボーナスを支給されない下級ホ
ワイトカラー労働者）への分配の対象となり，売上高利益率が２．３～４．６％の部分は利益額の１０％，４．６
～６．９％の部分は１２．５％，そして６．９％以上は１５％がそれぞれ分配された。他方，GMの公式は，税
引き前利益が株主持ち分の１０％とその他資産（総資産―株主持ち分）の５％の合計を上回った時に，
その１０％が分与される（ただし，のちにふれる GISへの流用としてその他資産の０．１％が差し引か
れる）。公式上はフォードの方が有利だとみなされたが，ほぼつねに GMの方が高利益を上げてい
たので，組合員に分与される金額も GMの方が高くなると考えられた。９）実際８３年の従業員一人あ
たり支給額は，フォードは４４０ドル，GMは６４３ドルであったが，１０）８４年以降はフォードが大きく上
回った。プロフィット・シェアリング計画の採用は，ビッグスリー間で賃金格差が生ずることを
UAWが容認した画期的な事柄だった。
いま一つ８２年協約では，譲歩協約の一環としていわゆる「二層賃金制度」が採用された。現在の
従業員の賃金切り下げに代わる方策として，新規に採用した未熟練工の初任給（新入時に適用され
る賃率：starting pay）と付加給付の引き下げが合意されたのである（しかし，医療保険給付は７
ヶ月経てば受けられ，この点では旧協約よりも改善された）。それまでのルールは７９年協約で決め
られたものだが，そこでは新規採用者は当該職務区分の標準賃率より６０セント低い賃金から出発
し，３０日ごとに２５セントずつ昇給，その仕事についての平均的な能力に達するか，あるいは９０日以
後に，標準に達することになっていた。ところが８２年協約では新規採用者（ならびに一部の再雇用
者）の賃率は標準賃率の８５％へと切り下げられ，６カ月ごとに５％ずつ３段階の引き上げにより１８
か月で標準賃率に達するよう変更された。当該職務区分の標準賃率に達するまでの期間がおよそ６
倍に延長されたことになる。後に本格化する二層賃金システムの萌芽だが，しばらくは初任給の引
き下げにとどまった。１１）
かくて８２年協約で組合が得た経済条件の改善は，インフレ調整手当とプロフィット・シェアリン
グ計画によるものに限られた。後にふれる他の付加給付の譲歩と合わせ，８２年３月から８４年９月の
間の GM，フォードの時間あたり労働コストの上昇は３．５０ドルに抑制された。もし譲歩がなければ
５．５０ドルに達したと推定され，１２）これによってフォードは総額１０億ドル，GMは２５億ドルの労務費
をそれぞれ削減できたのである。
７）UAW-GM Report ,１９８２. COLA調整の方法がフォードと GMでは異なった。フォードは８２年３，６，９月の
調整分のうち，各１０セントを１８か月延期する一方，GMは８２年６，９月の調整のすべてをそれぞれ１８か月延
期，さらに８２年１２月分の調整のうち１０セント分を１８か月延期する。したがって，８３年１２月～８４年６月の調整
は各４０セント近くになると見込まれた。
８）プロフィット・シェアリング制度そのものは長い歴史をもったが，８０年代には多くの労働協約へと普及し，
同年代後半には中規模以上の企業の従業員の２０％程度をカバーするに至った。
９）過去６年間にプロフィット・シェアリング計画が実施されていたとすれば，従業員一人あたり GMでは２２３１
ドル，フォードでは８２６ドルが分配されていたであろうと UAWは試算した。
１０）後掲，第１―５表.２００１ UAW-Ford National Programs Center, Sixty Years of Progress, １９４１―２００１, p.２５,
（http : //www.uawford.org/wp-content/uploads/２０１２/０５/sixtyyears.pdf）２０１３．１０．２０ アクセス
１１）なお，７９年以前には，新規採用者は当該職務区分の標準（上限）賃金より４５セント低い賃率で出発し，９０
日後にそれに到達するルールになっていたが，採用６か月後には標準賃金との格差を相殺する一時金が支払
われた。Monthly Labor Review , “Developments in Industrial Relations”, November１９７９, pp.５８～５９, April１９８２,
pp.６２～６３.
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（２）１９８４～９３年協約：賃上げの再開と一時金の活用
８０年代初頭の深刻な不況期を切り抜けた後，ビッグスリーは景気回復による市場の拡大と日本車
輸出自主規制の恩恵を受け，８３年から３社とも黒字決算に転じた。８４年には合計で１００億ドル近く
という空前の税引き前利益をあげたが，８８年にはさらにその記録は更新された。しかし９０年代初頭
には，一転して１０年前と同様，リセッションの影響などにより巨額の赤字決算に陥ったが，間もな
く回復し，めざましい業績の拡大期を迎える（前掲，第１―１表）。まず，このおよそ１０年間におけ
る賃金の変化を追うことにしよう。
 基本賃率とボーナス
業績改善を背景に，GM（ならびにフォード）の８４年協約では，基本賃率の引き上げが復活した。
しかし戦後繁栄期の「賃金公式」とは異なり，年金など広範囲かつ長期的に労働コストの上昇につ
ながる基本賃率の引上げは抑制され，それを補うべく各種の一時金が新設・活用された。すなわ
ち，８４年協約から９３年協約までの間は，毎年３％の賃上げ（AIF）に代わって，協約期間中の初年
度のみ基本賃率を引き上げ，２～３年度目には新たに設けられた業績一時金（パフォーマンス・ボ
ーナス）を支給するという方式が採用された（前掲，第１―３表）。プロフィット・シェアリング計
画の継続と相まって，賃金決定を業績と柔軟に結びつけようとする経営側のねらいもあった。
しかし時期を追って，基本賃率の引き上げとボーナス支給額は上昇した。８４年協約では，平均
２．２５％の初年度の賃上げに加え，２～３年度目には所定内労働時間およびオーバータイム時間の収
入，休日手当，シフトプレミアムなど基準となる年間収入の２．２５％（GMの「典型的な組立工」一
人当たり平均で２年目は７００ドル，３年目に７２５ドル）に相当するパフォーマンス・ボーナスが支払
われた。さらに，協約批准時の一時金として全員に一律１８０ドルも加わった。この結果，８４年協約
におけるボーナス支給額は GMの「典型的な組立工」一人当たり平均１６００ドルに及んだ。『ビジネ
スウイーク』の試算によると，６％のインフレ率と時間当たり平均報酬２２．８０ドルを前提にすると，８４
年協約の３年間で労働者は一人当たり４．８７ドル（時）の賃金・付加給付の増額（２１％）を勝ち取った
が，このうち一時金が１．０９ドル（時）を占め，したがって GMの永久的な労働コストの上昇は３．７８
ドル（１６．５％）にとどまる。これは年平均５～７％と予想される生産性上昇率を下回ると同誌は推
定した。１３）
続く８７年協約でも，初年度のみ賃上げを行い，あとの２年間はボーナス支給という前協約の方式
が踏襲されたが，記録的な業績改善を受け，賃上げ率は歴史的な３％の水準を回復，２～３年度目
（８８年と８９年の１０月）の一時金（業績ボーナス）も前年の基準収入の３％へと引き上げられた。そ
してこのパターンは９０年と９３年の協約でも継承され，その後ほぼ１０年間にわたって続いた。なお９０
年以降は，熟練工の賃金プレミアムの回復のため，初年度あるいは２年目に時給２５～３０セントの賃
上げが積み増された。
一時金も増加した。パフォーマンス・ボーナスに加え，９０年協約において GMは毎年一律６００ド
ルの工場閉鎖手当（７月４日の週の３２時間分）を協約期間中３回支給した（フォードは同額のクリ
スマスボーナスを支給）。この慣行は２００７年協約の締結時まで続いた。かくて，「典型的な GMの
１２）Katz（１９８５）, p.５９.
１３）Business Week, October８,１９８４, pp.７６～７８.
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組立工」に対するボーナス支給額は９３年協約では４７２０ドルと８４年協約に比べ３倍近くにも増加した。
８０年代初頭におけるクライスラーの GM，フォード協約に対する譲歩も急速に回復した。GM，
フォードが「譲歩協約」を結んだ直後の８２年１２月に，クライスラーと UAWとの間で合意された１３
か月協約（８４年１月１４日満了。フォード，GMの８２年協約満了の８か月前）は，３％の賃上げと COLA
の完全実施を認めた反面，８１年に導入されたプロフィット・シェアリング計画を中止した。８３年，８５
年の協約では３％の AIFが合意された。８３年９月に合意された２５か月協約の満了までには，賃金
および年金・グループ保険における GMとの格差は消滅することになったが，クライスラーの金
融的な不安定性を考慮し，のちにふれる雇用保障条項は協約の中に含まれなかった。次の８５年１０月
の協約では，賃金・付加給付とも他の２社に追いつき，ついに９０年９月には，実に１１年ぶりに３社
が同一期日に協約期限の満了を迎えるという，戦後のパターンが戻った。１４）
このように基本賃金の上昇が抑制されるなかで，９３年協約では再び新規採用者の初任給が引き下
げられた。従来は標準賃率の８５％であったが，それが７０％へと大幅に切り下げられ，当該職務区分
の標準賃金に達するまでの期間も１８か月から３年間（６か月ごとに各５％の上昇）とほぼ２倍に延
長された。とはいえ，２１世紀に入ってから各社に普及する二層賃金制度に比べ，期間は延長された
が一定期間後には，同一労働同一賃金が実現されるという原則は維持されていた。
 COLA調整
８０年代半ば以降，COLAによる賃金調整という慣行はインフレの鎮静化にも影響されてアメリカ
経済全体では廃止が相次ぎ，これを維持していた労働協約の割合は８０年代初頭のほぼ６０％から同年
代後半には４０％程度にまで低下した。しかし UAWは AIFの中止に加え，３０年間続いた賃金公式の，
これ以上の変化を拒否したため，COLAはなおしばらく維持された。
インフレ調整手当の支給では，従来通り，消費者物価指数（CPI－W）０．２６ポイントの上昇につ
き１セントという公式が維持され，また，前協約中に積み上げられた手当のほぼすべては，新協約
の締結時に基本賃率に繰り入れられた。この繰り入れが基本賃率上昇の大きな原因となった。すな
わち８４年協約では，前協約期間中のインフレ昂進による調整手当の積み増しと，同じく前協約にお
ける基本賃率調整の繰り延べを反映して，基本賃率への繰入額は３ドルと史上最高にも達した（第
１―４表）。これが旧協約最終年度における組立工の基本賃率（約９．６３ドル）と新協約初年度の賃上
げ（２．２５％，０．２ドル）に加算され，新協約初年度の基本賃率（１２．８２ドル）となった。換言すれば，８４
年協約の基本賃金改定分（３．１９ドル）の９０％以上はインフレ調整手当の基本賃率組み入れによるも
のだった。その後，インフレの鎮静化とともに調整額と繰入額は低下したが，基本賃率の引き上げ
が抑えられていたこともあり，繰り入れの賃上げ効果は９３年協約までは７０～９０％にも達した。
その一方，８４年協約で初めて，９０年以後はより頻繁に，COLA調整分の一部が他の付加給付の増
額に流用されるという変化が生まれた。８４年協約期間全体では合計時間当たり１３セント，９０年協約
では時間当たり１４セント，９３年協約では２２セントが医療給付などの拡充に向けられた。これは，後
にふれるように，従業員により大きな医療費の自己負担を求めた会社に対し，UAWが譲歩した結
果であった。
１４）Monthly Labor Review , “Developments in Industrial Relations”, November１９９０, p.４４.
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 プロフィット・シェアリング計画
最後に，プロフィット・シェアリング計画について。８０年代半ば以降の高収益により，ビッグス
リーの UWA組合員は，この計画を通じてかなりの追加所得を得た。プロフィット・シェアリング
計画は業績見込みがきわめて悪いときに導入されるが，高い利益が上がるようになると廃止される
というのが過去の経験であった。しかし，８０年代にもこの計画が維持されたのは組合にとっての勝
利と言えた。１５）利益の分配公式も組合の有利なようにしばしば改められた。
先頭を走っていたフォードは，従来は税引き前利益が米国における販売額の２．３％を上回った部
分について，最高１５％を分配する公式をとっていたが，８７年協約では，対象となる利益率の下限を
１．８％に引き下げ，同時に，分配の最高率を１６％に引き上げた。また，同年には GMがフォード公
式の採用へと転換し，一度は（８４年協約で賃上げの再開とともに）計画を中止したクライスラーも，
再導入に踏み切った。その後，９０年協約ではさらに組合の利益になるよう公式が改められ，「利益
の最初の１ドルから」分配の対象となり，分与率の最高限も１７％に引き上げられた。
この計画による分配額は，８０年代にはフォードが断然他を圧し，ピークの８７年には従業員一人当
たり４０００ドルと賃金稼得額の１０％を越えた。分配額の格差が UAW内部で大きな問題となったほど
だった。９０年代に入ると，その初頭には収益悪化により支給停止が相次いだが，９３年以降再開され，
とくにミニバンで好調なクライスラーがフォードを上回り，ピーク時には賃金受取額の１８％に相当
する金額を支払った。これに対して GMの分配額は低水準に終始した（第１―５表）。１６）
このように８０年代半ば以降の１０年間にわたって賃上げは抑制され，８２～９３年協約の合計１２年間で
第１―４表 GMの基本賃率の引き上げとその要因
（GMの典型的な組立工：ドル）
基本賃率 賃上げ分
COLAの基本賃率
繰り入れ分
協約期間中の所得
増加（UAWの予測）
７９年協約 １９７９ ９．０８ ０．２２ １．５６ １０，０００
１９８０ ９．３５ ０．２７ ０
１９８１ ９．６３ ０．２８ ０
８２年協約 １９８２～８４ ９．６３ ０ ０ NA
８４年協約 １９８４～８６ １２．８２ ０．２０ ２．９９ ８，７３０
８７年協約 １９８７～８９ １４．０１ ０．３８ ０．８１ １２，０００
９０年協約 １９９０～９２ １６．１１ ０．４２ １．６８ １４，０００
９３年協約 １９９３～９５ １７．９３ ０．４８ １．３４ １３，３００
９６年協約 １９９６ １８．９６ ０．００ １．０３ １３，９００
１９９７ １９．５３ ０．５７ ０
１９９８ ２０．１２ ０．５９ ０
９９年協約 １９９９ ２１．５７ ０．６０ ０．８５ ２９，９００
２０００ ２２．２２ ０．６５ ０
２００１ ２２．８９ ０．６７ ０
２００２ ２３．５８ ０．６９ ０
（出所）UAW-GM Report, various issues.
１５）H. Young, “１９８４Auto Negotiations : A UAW Perspective”, Labor Law Journal , Vol.,３５, No.,８, August１９８５,
p.４５４.
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わずか１．５ドル程度にとどまった。これは７９年協約下の３年間の約２倍に過ぎなかった（前掲，第
１―４表）。ビッグスリーが史上最高の純利益をあげていたのと比べれば「譲歩」は明らかだが，そ
れは組合が協約改定交渉の際に賃上げと並んで，ときにはそれ以上に，雇用保障の強化を求めた結
果であった。さもなければ，この時期の賃金・ボーナスの上昇率はさらに高まっていたであろう。
こうして９０年代半ばまで，賃金の面では譲歩が続いていたのである。
賃上げは抑制されたが，インフレ手当の基本賃率への繰入により賃金は上昇した。その上昇率は
後にふれるように戦後繁栄期を下回ったが，製造業一般の伸びをかなり上回るものであった。これ
に加えて巨額のボーナスやプロフィット・シェアリングによる分配金も支給された。必ずしも厳密
な統計とは言えないが，UAWが予測する基本賃率の改定とボーナス，COLA手当などによる典型
的な組立工の協約期間全体における所得の増加額は，８４年の８７００ドルから８７年協約では１万２０００ド
ル，９０，９３年協約では１万４０００ドル前後にも達した。１７）組合側が華々しい勝利をおさめた７９年協約
第１―５表 従業員一人当たり平均プロフィット・シェアリング支給（ドル）
フォード
同：賃金に
対する比率
クライスラー
同：賃金に
対する比率
GM
（ドル） ％ （ドル） ％ ドル
１９８３ ４４０ １．５ ０ ０ ６４３
１９８４ １，９９３ ６．２ ５００ NA ５４３
１９８５ １，２６２ ４．１ ０ NA ３４７
１９８６ ２，１５４ ６．５ ５００１） NA ０
１９８７ ３，７６０ １１．３ ５００１） NA ０
１９８８ ２，８００ ７．８ ７２０ ２．３ ２６６
１９８９ １，０２５ ２．８ ０ ０ ５０
１９９０ ０ ０ ０ ０ ０
１９９１ ０ ０ ０ ０ ０
１９９２ ０ ０ ４２９ １．１ ０
１９９３ １，３５０ ３．３ ４，３００ １０．５ ０
１９９４ ４，０００ ８．７ ８，０００ １７．９ ５８９
１９９５ １，７００ ３．８ ３，２００ ７．０ ８１４
１９９６ １，８００ ３．９ ７，９００ １７．３ ３０４
１９９７ ４，４００ ９．７ ４，６００ １０．２ ７５０
１９９８ ６，１００ １２．８ ７，４００ １４．９ ２００
１９９９ ８，０００ １５．３ ８，１００ １５．９ １，７７５
２０００ ６，７００ １２．５ ３７５ ０．７ ８０３
１９８３～９５ ２０，４８４ NA １７，１４９ NA ３，２５２
１９９６～２０００ ２７，０００ NA ２８，３７５ NA ３，８３２
（注）
１）プロフィット・シェアリングに代わる一時金支払い
（資料）２０１１ UAW-FORD National Negotiations Media Fact Book, p.２５（http : //www.
docstoc.com/docs/１５５９９７７５７/２０１１-media-fact-book-Ford）
１６）後にふれるが，８２年協約期間中に，GMのプロフィット・シェアリング計画から１０２０万ドルが所得保障計
画に支出されたとの指摘がある（UAW-GM Report , September１９８４, p. ７）。
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の同じ数字は１万ドルであったから，組合は賃金・ボーナスを合計すると，８０年代初頭の譲歩をそ
うとう取り返し，戦後水準に近い賃上げを獲得したのである。
（３）１９９６～９９年協約：「戦後賃上げ方式」の復活
９０年代半ば以降になると，賃上げ方式は再び大きく変化した。当時，自動車産業は「インフレな
き長期好況」のもとでほぼ毎年，業績の記録を塗り替え続けた。とくに１台あたり利益率が高く，
日系企業が円高や政治的反発を恐れて本格的な参入を躊躇していた小型トラック市場のブームが利
益増に大きく貢献した。このためビッグスリー各社は繁忙期のストライキを恐れ，９６年および９９年
の協約改定交渉では UAWの賃上げ要求に気前よく応じた。同時に，彼らは人件費の予測をはじめ
長期計画の作成が容易な６年程度の長期協約の締結を望んだが，これは UAWの合意を得られなか
った。それでも，９９年の協約改訂交渉では賃金等の大幅な引き上げの見返りに，戦後５０年のなかで
もわずか一度しかなかった４年協約を結ぶのに成功したのである。
 基本賃率とボーナス
９６年協定では，それまでの約１０年間の慣行となっていた「初年度における３％の基本賃率の引き
上げ」と「２～３年度目における３％のボーナス支給」に代わって，「批准時における平均２０００ド
ル（３％）の一時金」と「２～３年度目における３％の基本賃率の引き上げ（熟練工には２年度目
に３０セントの追加賃上げ）」が実現した（前掲，第１―３表）。当時のヨーキッチ UAW会長は，７９
年以来はじめて協約期間中に２回の３％の AIFを勝ち取ったと成果を誇った。さらにダイムラー・
クライスラーをターゲットとして結ばれた次の９９年の４年協約では，この２０年間ではじめて，つい
に戦後繁栄期の慣行であった毎年の３％の基本賃率の引き上げが４年間にわたり復活した。それゆ
え，９９年協約の基本賃率の引き上げ幅は８０年以降では最高となった。
基本賃率が引き上げられたため，９６，９９年協約ではパフォーマンス・ボーナスは中止され，ボー
ナス支給総額はそれ以前の水準を下回った。しかし，協約批准直後に年間収入の３％程度のそうと
うな金額の批准ボーナスが新設され，しばらく後まで踏襲されたのに加え，クリスマス・ボーナス
に相当する工場閉鎖手当も増額された。その結果，ボーナスの支給額は４３５０ドルと９０年代前半の協
約をやや下回る程度に維持された。UAWが予測する典型的な組立工の所得の増加額は，９６年協約
では１万４０００ドル，９９年協約では実に約３万ドルに達した。４年協約であることを割り引いても，７９
年以降現在までの間で最も高い伸び率であった（前掲，第１―４表）。UAWの GM部門の長である
シューメーカー氏は「自動車産業において記憶される限り最高の経済条件の改善」と機関誌 Solidar-
ity（１９９９年１２月号）のなかで，この協約を讃えた。それはいわばアメリカ自動車産業が燃え尽き
る直前の最後の輝きに似ていた。
 COLA調整
９０年代後半のインフレ鎮静化により，インフレ調整手当は低下し，基本賃率への繰入額も減少し
１７）UAWのこの試算（第４表の第６列）が厳密ではないという理由は，予想される所得増加額を計算する基準，
例えば「工場閉鎖手当」や「オーバータイム手当」の扱いが年によって異なっているように思われるためで
ある。
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た。加えて，数度にわたり賃上げが行われたため，基本賃率の上昇に対する COLA繰り入れの貢
献度は大幅に低下した。これを是正する目的からか，９９年協約ではインフレ手当支給の公式がほぼ
２０年ぶりに変更され，消費者物価指数０．２５ポイント（従来は０．２６ポイント）の上昇につき１セント
に改められた。これによって，もし協約期間中のインフレ率が年平均２．３％に達したら，インフレ
調整手当は旧協約より３４０ドル増えることになると UAWは推計した。なお，この時期の２つの協
約では COLAを年金や医療給付などの付加給付の改善に流用することは行われなかった。
以上のように，９０年代半ば以降の７年間における２つの協約の賃上げ幅は合計３．８ドルにも達し，
この２０年間の前半１３～４年間の１．５ドルを大きく上回った。しかしその反面，インフレ鎮静化によ
り COLAの調整の基本賃率の組み入れ額は合計２ドル程度と，それ以前の協約合計の７ドルを大
幅に下回った。この結果，基本賃率の上昇幅および上昇率は名目では９０年代後半にはむしろ低下し
た（前掲，第１―６表）。しかし，実質賃金については様相は変わる。Katzらは GM組立工の実質
賃金が１９８０年から２０００年の間に８．８％上昇したが，上昇分のおよそ７割（６．２％）は１９９５～２０００年の
間に生じたことを示した。その差は，３％の AIFの実施頻度と物価上昇率の差による。１８）Katzらが
作成したデータを用いれば，実質賃金の上昇率が９０年代後半以降に大幅に高まったことは疑いない
事実であった（第１―６表）。
第１―６表 GMにおける組立工の平均時間賃金
自動車産業時間
賃金（ドル）
同 実質賃金
（ドル）
自動車産業時間
賃金の全生産工
の賃金に対する
比率（％）
（１） （２） （３）
１９８０ ９．７７ １１．８６ １．４７
１９８５ １３．１５ １２．２２ １．５３
１９００ １５．６９ １２．００ １．５７
１９９５ １８．５２ １２．１５ １．６２
１９９６ １８．８９ １２．０４ １．６０
１９９７ １９．３９ １２．０８ １．５８
１９９８ ２０．２４ １２．４２ １．５８
１９９９ ２１．１０ １２．６７ １．５９
２０００ ２２．２１ １２．９０ １．６８
１９８０－１９９５ ４．３６ ０．１６ …
１９９６－２０００ ４．１３ １．７４ …
（１）GMの組立工が受け取る時間基本賃率（COLA支払いを含む）。
（２）（１）を米労働省の消費者物価指数で割ったもの。
（３）（１）をアメリカ全体の生産・非管理労働者の時間稼得額で割ったもの。
（資料）Katz, MacDuffie, Pil（２００２）, p.７３から算出。
１８）H. C. Katz, J. P. MacDuffie, and F. K. Pil（２００２）, “Autos : Continuity and Change in Collective Bargaining”,
In Collective Bargaining in the Private Sector , P.F.Clark, J. T. Deleaney, and A. C. Frost, eds., Industrial Rela-
tions Research Association, pp.７２～７３.
１９８０年代以降のアメリカ自動車産業における労使関係（１）
69
 プロフィット・シェアリング計画
プロフィット・シェアリング計画は従来と同じ公式で継続された。９０年代半ば以降の大幅な業績
改善に伴い，各社とも今までにない巨額の分配金を支払った（前掲，第１―５表）。なかでもクライ
スラーの９５～９９年の支給額は合計で３万ドルを上回り，この３０年間における同社の支給総額の約
６０％をも占めた。最高で労働者一人あたり賃金支給額の２０％近くにも達した勘定になる。これに対
し，フォードも２万ドル以上（最盛期で賃金収入の１５％）とかなりの水準を維持したが，GMの分
与額が少ないのは他の時期と変わらず，クライスラーの８分の１程度にとどまった。なお GMで
は，９９年に部品製造部門であったデルファイを分離独立したのに伴い，同部門の業績を計算から外
したので業績は改善されると予測されたが，それでもこの程度であった。
（４）小括
「譲歩協約」に特徴づけられる１９８０年初頭から９０年代末までの２０年間の自動車産業の賃金上昇率
は，７０年代末までの戦後繁栄期に比べると疑いなく鈍化した。基本賃率の数字が得られるフォード
（GMでも同じ金額であったはずだが）の年平均名目賃金の上昇率を計算すると，熟練工，組立工
ともに，６．５～７％から４～４．３％へと８０年以降の２０年間はそれ以前のほぼ３分の２に低下した（第
１―７表）。また，Blockの研究でもほぼ同様な結果が示され，GMとフォードの年間協約賃金上昇
率は１９６１～８０年には７．２％であったが，８５～２００４年には３．６％へと半減した。実質賃金の上昇率も同
様な傾向であり，６１～８０年の１．８％から８５～２００４年には０．６％の伸びにとどまった。
原因の一端は，この２０年間の協約改定交渉において UAWが雇用保障を重視し，賃金や付加給付
の引き上げでは譲歩を繰り返したことにあった。この結果，後にふれるように，８０年代に会社側は
所得および雇用保障のために基金を作り，これにそうとう巨額の金額を拠出した。Blockらはこれ
が時間給労働者賃金支払額の４～４．５％にあたったと推定し，したがってこれを加えれば，８５年以
降の賃金上昇率はそれ以前とほぼ変わらなかったと結論付けている。少なくとも，企業にとっては
８０年代以降も労働コストは以前とほぼ等しい上昇率を記録したのであった。１９）
しかも，アメリカ経済全体のなかでの自動車産業の高賃金構造も変わらなかった。GM組立工の
第１―７表 GM・フォード基本賃金とその上昇率
GM フォード
（ドル） 熟練工 組立工 熟練工 組立工
１９６０ ― ― ３．２８５ ２．４５５
１９８０ １１．８１ ９．３５ １１．４６５ ９．３６０
１９９５ ２１．１１ １７．９３ ２０．１０５ １７．９４５
１９９６ ２２．１４ １８．９６ ２２．１３５ １８．９７５
２００２ ２７．７０ ２３．５８ ２７．７１０ ２３．５８５
年平均上昇率（％）
１９６０－８０ ― ― ６．４５ ６．９２
１９８０－２００２ ３．９５ ４．２９ ４．０９ ４．２９
１９８０－１９９５ ３．９５ ４．４４ ３．８２ ４．４３
１９９６－２００２ ３．８０ ３．７０ ３．８１ ３．６９
（資料）GMについては，UAW-GM Report, various issues
Fordについては第１―５表と同じ，p．４２．
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時間賃金の全生産工に対する格差は，８０年から２０００年までの間にむしろ広がった（前掲，第１―６
表）。自動車産業に関する専門調査機関である Center for Automotive Research（２００４）の報告書も
同様な結論を示した。それによれば，自動車産業労働者の賃金（ここではフォードの組立工）は１９７５
年までは製造業平均名目賃金を１５～２５％上回ったが，７５年以降差は大幅に広がり，２００３年には６８％
（２６．４７ドル／時と１５．７４ドル／時）にも達した。いずれの調査も格差の主たる原因を COLA調整の
普及度の相違に求めている。すでにみたように，この時期の自動車産業の基本賃率引き上げにとっ
て COLA調整の組み入れが大きな役割を果たしたのに対し，全産業においては８０年代以降にはそ
の適用廃止が相次ぎ，COLA調整の普及率が低下したためである。２０）
２．雇用・所得保障
雇用・所得保障の実現は，UAWの長年にわたる戦略目標のひとつであった。モデルチェンジに
加速された販売の季節性に加え，景気変動の影響を他産業よりはるかに大きく被る自動車産業では，
産業の創成期から生産の大幅な変動と現場労働者の大規模なレイオフが周期的に繰り返されてきた。
しかし，レイオフの実施とその規模についての決定は経営権として不可侵なものであったから，
UAWはそれを前提に組合員の雇用・所得保障と取り組んだ。
まず組合は，発足当初からレイオフ（およびリコール）の順序を勤続年限とリンクするセニョリ
ティ・システムを会社に承認させ，誰から解雇（復職）するかについて経営側の裁量の余地を狭め
た。つぎに，周期的に生ずるレイオフ時の所得を維持し，生活不安を緩和するため「年間保障賃金」
を要求し，１９５５年には米産業で初めて公的失業保険の企業上積みである補完的失業手当（Supple-
mentary Unemployment Benefit：SUB）の制度化にも成功した。SUBはまた，会社のレイオフの
費用を引き上げ，それを抑制することをも企図していた。さらに７０年代には，新技術の導入やスタ
グフレーションによる失業増を緩和すべく，労働時間の短縮に基づく雇用確保を求めた。組合は最
終目標として週４日労働を掲げ，この実現のため７６年協約では新たに１４日分の個人有給休暇を獲
得，７９年協約では有給休暇は実に年間４０日以上にも達した。２１）確かに，第２次大戦後の長期にわた
る繁栄期にもレイオフは繰り返されたが，生産と雇用は増加傾向をたどったから，失業者も比較的
短い期間でリコールされ，長期に及ぶ深刻な雇用不安はほとんど生じなかった。この結果，SUB
の拡充が組合員の雇用・所得保障を実現する主たる戦略となったのである。
ところが８０年代初頭になると一転してビッグスリーの経営は著しく悪化し，かつてない大規模な
１９）R. N. Block（２００６）, Labor Relations in the Unionized Automobile Assembly Industry in the United States :
１９６１―２００６, Paper prepared for the Local Legislative Agenda for the Automotive Partnership Council for North
America, Toluca, Mexico, １９―２１ July ２００６, pp. １０～１２.（http : //www.msu.edu/user/block/documents/
BlockMexicoPaperonAutoAssemblyLaborRelationsJuly２００６Version３.doc）２０１３．１０．２０ アクセス
２０）Center for Automotive Research（２００４）, The Meaning of the 2003 UAW-Automotive Pattern Agreement , p.１０,
Figure２.（http : //www.cargroup.org/pdfs/LaborPaperFinal.pdf）２０１１．１．２０ アクセス
２１）Davis Dyer, Malcom S. Salter and Alan M. Webber, Changing Alliances, Harvard Business School Press,
１９８７, p.１９０. Business Week, October８,１９８４, p.７６によると, UAWはオートメによって失われた雇用を相殺す
るため，長い間，有給休暇の延長を求めてきた。これは産業が成長している間は有効な策だったが，日本車
の輸入とリセッションを境に，UAWは現在の労働者を守るために戦略的にシフトしたと評している。
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レイオフと工場閉鎖の波が労働者を襲った。従来はレイオフに直面することが稀であった長期勤続
の労働者すら例外ではなく，例えば深刻な経営危機に陥ったクライスラーにおいてレイオフを免れ
たのは，１５年以上のセニョリティをもつ労働者に限られた。失業期間も従来よりはるかに長期化し
た。このため UAWは，賃金や付加給付さらには現場のワークルールなどの譲歩と引き換えに，雇
用・所得保障を強く求める方針へ転換した。この方針は景気が回復し，ビッグスリーが記録的な好
業績を上げた８０年代半ば以降も長期にわたって維持された。日本をはじめ外国系企業との競争激化
を前にシェアを低下させた各社が，老朽工場の閉鎖や人員削減，部品事業の外注化などに走ったた
め，雇用不安が消えなかったからである。
他方，部分的にではあれ，会社側にも雇用保障への動きが現れた。日本的な生産方式から影響を
受けたビッグスリーは，一部では，生産性や品質改善のため，従業員の教育訓練とその積極的な活
用を可能にする作業・労働組織の創出に着手したが，その前提として雇用保障の重要性を認識した
ためである。かくて８０～９０年代の協約改定の交渉のたびに，UAWのリードのもとで，新たな雇用・
所得保障策が積み上げられていった。その大きな特徴は従来からの中心であった SUBによる所得
保障の強化と並んで，レイオフの直接的な規制が図られたことにあった。これには生産性上昇目的
のレイオフの禁止とジョブバンクの創出，施設毎の雇用保障レベルおよび欠員補充ルールの設定そ
して外注制限・工場閉鎖モラトリアムなど多様な内容が含まれた。以下，８０～９０年代における雇
用・所得保障の実態を全国協約に即して検討する。しかし，その十全な理解に必要なローカル協約
や現場における運用の実態に立ち入る準備はないので，以下はごく大まかな概要を描くにとどま
る。２２）
（１）所得保障の充実
１９７０年代末までの所得・雇用保障実現の主たる手段であった補完的失業手当（SUB）は，８０年代
以降にも基金の強化や補完的制度の新設，給付条件の緩和を通じて，引き続き重要な役割を果たし
た。だが，この時期には雇用・所得保障について，すぐあとでふれるように，ジョブバンクなど新
たな制度が設けられ，本来なら SUBを受給したはずのレイオフ労働者が対象から外れるようにな
ったから，その重要性はやや低下したように思われた。
SUBは州の失業保険給付と合わせ週手取り賃金（税引き後）の９５％をレイオフされた週単位で
支給する定期給付（Regular Benefits）と会社の都合により週４０時間よりも少ない労働時間しか働
けなかった場合（Short Work Week），時間単位でそれを補てんする自動的短期給付（Automatic Short
Week Benefit）２３）および離職手当等からなるが，第２―１表のフォードの数値から見ると，定期給付
が大きな比重を占めたことが分かる。その概要を制度が整備されつつあった GMとの１９６４年協約
に即してみると，ほぼ以下のとおりであるが，その大枠は９０年の大幅な制度改定まで変わらなかっ
たように思われる。まず，定期給付の支給期間は，労働者の勤続年限と基金の財政状態によって決
定された。すなわち，セニョリティ１年以上の労働者は勤続１週間につき１／２単位の SUB手当受給
単位（credit unit）を与えられ，勤続期間の延長とともに蓄積される。蓄積の最上限は５２単位に決
２２）次項でふれるが，１９９９年の全国協約における雇用保障を論じた，石田光男，篠原健一編著『GMの経験―
日本への教訓』中央経済社，２０１０年，第８章，がここまで立ち入ったわが国におけるほぼ唯一の研究であろう。
２３）これは，時間賃率の８０％と COLAの８０％に相当する額をレイオフされた時間数だけ支給する制度である。
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められた。この労働者がレイオフされた後は，蓄積した受給単位分だけ SUBの給付を受けること
ができた。ただし，１単位がどの程度の受給期間に換算されるかは基金の財政状態に依存した。基
金の財政状態は受給資格者１人当たり基金残高で表されるが，これが低下するとセニョリティの低
い労働者を中心に，換算率が大幅に低下した。例えば，基金残高が最高ランクの受給資格者１人当
たり２７２ドル以上であれば，セニョリティにかかわらず SUB手当受給単位１で１週間の SUBを受
給することができた。逆に，基金が底をつき１人当たり基金残高が最低ランクの１２．８０ドル以下に
落ち込むと支払は停止され，その直前のランク（１２．８０ドルから４１．４９ドル）では，１週間分の SUB
を受給するために，セニョリティの低い労働者（１～５年）は１０単位，セニョリティ１０～１５年では
３．３単位，そして２５年以上では１．６７単位がそれぞれ必要とされた。２４）
SUBの給付件数と金額については，前掲２―１表により，フォード社における制度創設以来の数
値が得られる。それによると給付額は８０～８２年の大規模なレイオフの時期に現在までのピークを記
第２―１表 フォードのSUB支払額
通常給付 短期給付
支払件数 金額 支払件数 金額
１０００件 １００万ドル １０００件 １００万ドル
１９６０ ２８４．０ ５．５ … …
１９６５ ５１．６ １．６ ２４１．３ ２．８
１９７０ ２４８．５ １４．０ ９５４．７ １８．９
１９７５ １００１．０ ９３．８ ２８７．２ ７．２
１９８０ １４９４．４ ２０５．２ ３２２．０ １８．４
１９８１ ６５０．４ ４２．９ ２３１．３ １２．０
１９８２ ９３３．８ １０３．２ ２４３．３ １３．７
１９８３ ３２５．５ ３６．７ ２０１．７ １０．５
１９８４ １８０．２ ２６．８ １６０．９ １１．１
１９８５ ２２４．２ ４１．９ １７５．２ １５．０
１９８６ １３０．６ ２４．７ １６２．４ １２．９
１９８７ ８５．８ ２１．９ １５８．６ １１．２
１９８８ ５２．６ １２．７ １４９．０ １２．１
１９８９ １１０．７ ２５．９ ２４８．１ １６．０
１９９０ ２８３．１ ６５．１ ３４６．０ ３０．３
１９９１ ５６９．２ １３６．０ ４０７．４ ２９．５
１９９２ ２９０．６ ６７．９ ３２０．５ ２５．７
１９９３ １０３．０ ２５．３ １７４．３ １３．５
１９９４ ３６．８ １２．１ １４２．３ １２．４
１９９５ １５７．４ ４１．６ ２３６．８ １５．８
１９９６ １４８．２ ３９．３ ２６２．２ ２７．１
１９９７ １８６．７ ５１．５ ２８６．４ ２５．１
１９９８ １１０．２ ３２．４ ２２８．８ １８．２
１９９９ ８５．１ ２６．２ １６１．５ ２０．０
２０００ ８３．９ ２７．９ １６０．８ １７．５
（資料）第１―５表と同じ．p.１９．
２４）SUBの制度については，藤田至孝「アメリカにおける失業補償」『日本労働協会雑誌』１９６６年２月が詳しい。
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録した後，９１年のリセッション期に反騰した程度で，２１世紀初頭のリーマンショック前まで減少の
一途をたどった。表示していないが，２００６年には８０年に次ぐ第２のピーク（１億５５００万ドル）に達
した。GMについてこれに匹敵する数字は見つけられなかったが，おそらく傾向そのものはフォー
ドとそう変わらなかったであろう。ただし，労働者数が多く，かつ雇用調整の度合いが立ち遅れた
分だけ，給付額は GMの方がそうとう大きかったと想像される。２５）
このように，８０年代初頭の深刻な不況期における巨額の給付金支払いにより，ビッグスリーの
SUB基金は事実上枯渇し，給付の継続が不可能になった。この経験から UAWは８２年以降の協約
改定交渉において，基金の強化を強く求め，拠出金の増加や準備基金の拡充，新たなバックアップ
勘定の設立を勝ち取る。基本的な SUB基金の上限は８２年協約では１億ドルと定められ，会社は労
働者の総実労働時間当たり１７～２９セントを基金に拠出することを約したが，上限の増額とともに拠
出金額も増加し，その額は９０年協約（３年）では２６～４５セントに達した。さらにこれとは別に，特
別の一時金が会社負担で基金に拠出された。また，基本基金が枯渇した場合に備え，セニョリティ
１０年以上の労働者に対して支給を保証する準備基金 Guaranteed Benefit Account，セニョリティ１０
年未満の労働者に対する同種の Advanced Credit Accountが設けられていたが，それぞれの基金も
ほぼ毎年増強された。２６）このような基金の強化の上に立って，８２年協約では，協約の発効以後にレ
イオフされた勤続１０年以上の労働者が取得できる最大の SUB手当受給単位は，従来の５２週から１０４
週間まで増加された。SUB給付期間が２年間へと倍増されたのである。
８２年協約では，さらに勤続１５年以上（GMでは工場閉鎖の場合に勤続１０年以上，通常は勤続１５年
以上。フォードも８４年協約では工場閉鎖時には１０年以上に引き下げた）の労働者に対し，Guaranteed
Income Stream（GIS）と名付けられた新たな所得保障制度が設けられた。これは８２年協約の発効
以降にレイオフされた勤続１５年以上の労働者に対し，再雇用時，退職資格を得た時あるいは減額さ
れた公的年金の受給が可能になる６２才のいずれか早い時期まで，レイオフ直前の時間賃金率の５０％
～７５％および医療給付を，セニョリティに応じて，基金が枯渇するまで保障するというものであっ
た。２７）すなわち，勤続１５年に達した労働者にはレイオフ直前の時間賃金の５０％が支給され，勤続１５
年を越える１年ごとに１％が加算，最大７５％（２５年分）まで支給されることになった（あるいは税
引後収入の９５％マイナス週１２．５ドルのいずれか少ない方）。GISを受給している期間は通常の就労
期間とみなされ，医療および生命保険給付の対象となった。この制度は SUBの支給期間が過ぎて
も失業中のセニョリティの高い労働者に所得を保障するものであり，彼らは一定の「生涯賃金保障」
を得ることになった。２８）GISもまた SUB同様，基金を通じて運営された。８２年協約で最大１億７５００
万ドル（およびプロフィット・シェアリング計画からの追加）で発足し，同協約期間には２０００万ド
２５）New York Times, February２６,１９９３.
２６）UAW-GM Report ,１９８７, p.７. なお，８２年協約では Advance Credit Accountとは，基金の資産が事前に定めら
れた最低レベルを下回った場合，勤続１０年未満の労働者への支払いを確実なものにするため，基金残高を自
動的に積み増しするものと説明している。
２７）８２年協約における所得・雇用保障の概要については，UAW-GM Report , March１９８２, pp.２, ５による。
２８）この他の雇用保障を加え，フレーザー UAW会長は８２年協約を「GMにおける雇用の激減を停止させるも
の」と評価し，GM副社長（労使関係担当）のアルフレッド・S. ウオーレン氏も，同協約が「世界の競争で
生じつつある予想もできない変化を認識」している「歴史的なもの」と高く評価した。Monthly Labor Review,
“Developments in Industrial Relations”, May１９８２, p.５９.
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ルとプロフィット・シェアリング計画から１０２０万ドルが利用された。さらに，８４年協約では基金は
最大で１億８５００万ドルに拡充され，プロフィット・シェアリング計画からの拠出も維持された。
８４年協約では，すぐ後で述べるジョブバンクという新たな所得・雇用保障策が導入された。これ
は生産性の向上など会社の合理化策によって本来ならばレイオフされたはずの労働者をバンク（プ
ール）に吸収し，レイオフ以前の所得のほぼ１００％を保障する仕組みであった。したがって，これ
以後 SUBと GISは販売不振など限られた理由のレイオフ労働者にのみ支給されるようになる。
６年後の９０年協約では，所得保障計画が大規模に改編された。まず第１に，販売不振に基づくレ
イオフが協約期間中合計で３６週間に制限されるという画期的な取り決めが結ばれた（９９年協約で４２
週間，２００３年協約で４８週間にそれぞれ延長）。それ以上に達したらレイオフ者はリコールされねば
ならないが，もし仕事がない場合にはジョブバンクに吸収され，１００％の賃金と付加給付が支給さ
れる手筈になった。UAW-GM Report があげている例によれば，販売不振により協約期間中の毎年
１５週，計４５週のレイオフを受けるはずであった労働者は，このうち３６週は SUBの対象となるが，３７
～４５週はバンクに編入され，１００％の給付を得ることになった。こうして UAWは，当時会社側が
頻繁に用いた販売不振による「無期限レイオフ」を阻止し，雇用・所得保障を大きく前進させるの
に成功したのである。
同時に，この取り決めによって，SUBとジョブバンクの基金は一体化して管理・運営されるよ
うになった。レイオフ労働者にとっては両者は補完的な機関となったのである。このため９０年協約
では，総額４０億ドル余の巨費が所得保障のために一括計上され，このうち３３億５０００万ドルは JOBS
/SUBに，残りの６億６０００万ドル余は GISならびに SUBの各種補強基金にイヤマークされた。
第２に，９０年協約では，この協約中にレイオフされたすべての労働者は必要な期間だけ SUBを
受給できるよう給付基準が変更された。すでに述べたように，SUBの給付期間はレイオフされた
労働者の勤続期間（すなわち受給単位）と基金の財政状態（基金残高）に規定されていたが，９０年
協約はその関連を完全に切り離した。さらに，現在レイオフ中の労働者に対する給付も改善され，１０
年以上の勤続者は５２週間を，また１０年以下には２６週間の給付が追加された。２９）また，９０年代の協約
には，前協約の期間中に使われた資金を自動的に補てんし，その上限を前協約の開始時点まで回復
することが明記された。
しかし，支給基準の緩和と９０年代初頭のリセッションによる大量のレイオフにより，９３年冬には
９０年協約で用意された４２億ドルの SUB基金が枯渇するという事態が起きた。そこで GMは９０年協
約中の給付を保障するため，労使合同の訓練基金から４億ドルを SUB基金へと拠出して急場をし
のいだ。３０）さらに９３年協約では，基金の枯渇に備え新たな緊急勘定（SUB Contingency Account）
が５億８０００万ドルで新設され，SUBの完全支給のための何重ものセーフティネットが敷かれるこ
とになった。最後の９９年協約では，上で示した JOBS/SUBの基本基金の上限は前協約に比べ約
５０％，６０億ドル余へと大幅に増額された（分離したデルファイ社と合計）。３１）
このようにレイオフ時の中心的な所得保障制度であった SUBは，８０年代初頭以降，各種バック
２９）このほか，９０年協約では，「自発的退職計画」のもとで自発的に退職すれば，拡張された SUBないし一時
金支払いを受けられることとなった。UAW-GM Report , September１９９０, pp. ２～３による。
３０）H. C. Katz and J. P. MacDuffie（１９９４）, “Collective Bargaining in the U.S. Auto Assembly Sector”, In Con-
temporary Collective Bargaining, P. B. Voos ed., Industrial Relations Research Association, p.２０３.
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アップ基金の強化や緊急基金の新設などを通じて拡充され，給付期間も２年間に延長，のちには個
人が蓄積した受給単位や基金の財政状態とは関連なく支給されるようになった。さらにセニョリテ
ィの高い労働者は GISなどによって給付期間が延長された。８４年協約では，次節でふれるとおり，
合理化策の結果として生まれたレイオフ労働者を対象とする JOBS制度が設けられ，SUBの対象
は販売不振を原因とするレイオフ労働者のみに限られたが，９０年の改正の後，両者は資金的には一
体化し，運営されるようになった。受給者の側からすれば両者は補完的な機関となった。JOBS/SUB
を合計した基金の上限は，９９年協約では８０年代初頭の実に２０～３０倍程度の規模へとめざましく増加
した。
（未完）
３１）UAW-GM Report , October１９９３, pp. ２～４, UAW-GM and Delphi, Contract Highlights, October１９９９, p.５に
よる。
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